
1.役員の善管注意義務
［ 1］善管注意義務とは
　会社法上、株式会社の役員（会社法では、取締
役、会計参与、監査役を「役員」といい、また会
社法施行規則では、執行役、理事、監事なども「役
員」としていますが、以下、本稿では主に「取締
役」を指すこととします）は、会社から経営につ
いて委任を受けているとされており、その法律関
係は、民法上の委任とされ、同法の規定が適用さ
れます（会社法330条）。
　ここで、民法644条は、「（受任者は）善良な管理
者の注意をもって、委任事務を処理する義務を負
う」と定めており、この義務を「善管注意義務」
としています。
　さらに、会社法355条は、「取締役は、法令及び
定款並びに株主総会の決議を遵守し、株式会社の
ため忠実にその職務を行わなければならない」と
定め、講学上、「忠実義務」とされています。
　この「忠実義務」と上記の「善管注意義務」は
同内容の義務であると解釈されていますが、「善管

注意義務」は、取締役がその職務の内容、会社の
規模等に応じて必要な注意を尽くす義務、「忠実義
務」は、取締役がその地位を利用して会社の利益
を犠牲にしたり、自己または第三者の利益を図っ
たりしてはならない義務というように分けること
もできます。
　いずれにせよ、この「善管注意義務」は単なる
従業員とは異なり、会社の経営に携わる者として、
その会社の規模、業種等を前提に、取締役として
の職務や地位に値するだけの高度な注意力が要求
されます。
　なお、この「善管注意義務」は、「自分自身」に
対する善良な管理者としての注意義務だけではな
く、他の取締役を監視することも当然に含まれま
す。具体的には、取締役は他の取締役を監視し、
不適切な行為があれば取締役会を自ら招集して業
務執行の適正化を図ることが求められており、さ
らに、この監視義務は、取締役会の議題として上
奏された事項のみならず、会社の業務全般が範囲
とされています。

役 員 関 係

使用人兼務役員であっても、 
善管注意義務違反に問われるか
　ある従業員が顧客情報を流出させ、当社の社会的信用を著しく失墜させる事態と
なりました。会社として各方面への謝罪や今後の方針等の公表を含めて対応中です
が、顧客からの責任追及の声は大きく、業績面でもかなりのダメージを受けそうで
す。こうした場合、取締役の責任として、使用人兼務役員も善管注意義務違反を問
われることになるのでしょうか。
� （東京都　B社）

取締役等の役員は会社法上、会社に対する善管注意義務を負うが、 
これは使用人としての業務を兼ねている場合も同様である
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　もっとも、会社の業務は、会社の規模が大きく
なるほど多岐にわたり複雑化するものですので、
「業務全般」といっても、四六時中、不眠不休の監
視を行うことまでは求められていません。「他の取
締役による不当な業務執行」を察知していたにも
かかわらずこれを放置したり、適切な注意をもっ
ていればこれを察知できたのにそれを怠ったとい
う場合に責任を負うことになります。
　その意味では、代表取締役などは、いわゆる平
取締役と比較し、より多くの情報（報告）に接す
ることができるわけですから、監視義務の範囲も
広くなります。

［ 2］経営判断の原則
　ところで、会社の業績は、取締役等の経営努力
のほかにも、会社を取り巻く環境や景況、法令改
正といった不可抗力的な要素によっても左右され
ます。
　ここで、必要な注意を尽くす義務を怠ったといっ
た「消極的なミス」ではなく、取締役が経営判断
を誤ったために会社に損害が生じたといったよう
な「積極的なミス」についても善管注意義務違反
を問われるのかが問題となります。
　つまり、利益を追求すべくさまざまな努力を続
けてきたが、ある経営判断がたまたま功を奏しな
かった、“裏目”に出てしまったといった場合にま
で善管注意義務を課せられては、あたかも「結果
責任」を負わせるに等しいこととなります。
　このような不都合を避けるため、「取締役等によ
る経営判断が、企業を経営する者に通常要求され
る能力を有する経営者の立場から鑑みて、明らか
に不合理と認められない限り、取締役の責任は生
じない」という理論が生み出されました。
　これは、もともと英米法体系にいう「ビジネス・
ジャッジメントルール」に由来するもので、例え
ば、東京地裁　平 8. 2. 8判決も「取締役は、法
令・定款及び株主総会の決議に違反せず、会社に
対する忠実義務に背かない限り、広い経営上の裁

量を有しており、判断の前提となった事実の認識
に重要かつ不注意な誤りがなく、意思決定の過
程・内容が企業経営者として特に不合理・不適切
なものといえない限り、義務違反とはならない」
旨、判断するなどしてこのような考え方を認めて
います。
　もっとも、「経営判断」は、その会社が属する業
界における通常の経営者のレベルを基準に、合理
的な根拠が必要となりますので、相応の高度な専
門知識や能力が要求されることは言うまでもあり
ません。

2.使用人兼務役員の責任
　ところで、「使用人兼務役員」とは、役員のう
ち、従業員としての身分を有し、かつ従業員とし
て職務に従事している者を指します。
　例えば、「取締役営業部長」「取締役総務部長」
といったように、「取締役」としての肩書のほか、
その会社の職制上の肩書を合わせ持つ者が該当し
ます。
　ただし、会社法上、代表取締役、代表執行役、
委員会設置会社の取締役などは、このような「使
用人」を兼ねることができないとされています。
　そして、この「使用人兼務役員」は、取締役と
しての義務や責任という点では、通常の取締役と
まったく変わりません。すなわち、「使用人兼務役
員」も会社に対し「善管注意義務」および「忠実
義務」を負うことになり、これらの義務は「使用
人」であることを理由に軽減されることはありま
せん。
　なお、「使用人」、すなわち従業員は「労働契約
上の義務として就業時間中は職務に専念すべき義
務」を負っているとされている（グレイワールドワ
イド事件　東京地裁　平15. 9.22判決等。取締役
は、会社と同じ種類の営業を行ってはならないとい
う「競業避止義務」のみ）ので、この「職務専念
義務」が付加される分、「使用人兼務役員」のほう
が責任が加重されていると考えることもできます。
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